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１ 計画の策定について 

  これまで、伊豆の国市では、行財政改革については行財政改革大綱及び行動計画を策

定し、これに基づいて各種取組を推進してきました。第３次伊豆の国市行財政改革大綱

及び後期行動計画は令和７年度をもって終了しますが、少子化・超高齢化の進行による

社会保障関連経費の増加や生産年齢人口の減少など、社会情勢の変化に伴い年々厳しく

なる財政状況の中、今後も公共サービスを効率的・効果的に提供していくためには、引

き続き取り組みを進めていく必要があります。 

  一方で、地方公共団体が策定主体とされる計画数は増加し続けており、計画等に係る

事務への対応には多大な労力を要することから、令和４年に閣議決定された「経済財政

運営と改革の基本方針2022」に基づき、「計画策定等における地方分権改革の推進につい

て～効率的・効果的な計画行政に向けたナビゲーション・ガイド～」が作成されました。

ガイドでは、計画策定にあたっては、関連する既存計画等の統廃合や既存の計画等にお

ける内容の追加による対応を検討することとされたことを踏まえて、第４次伊豆の国市

行財政改革大綱は、第３次伊豆の国市総合計画へ内包しました。 

第４次行財政改革大綱に当たる第３次総合計画前期基本計画第４章第１節「持続可能

で柔軟な行財政運営」は、行財政改革として今後取り組むべき基本的な方針を示したも

のであることから、これに基づく具体的な取組を推進するため、第４次伊豆の国市行財

政改革大綱行動計画を策定します。 

 

２ 計画期間 

  行動計画の計画期間は、上位計画である第３次伊豆の国市総合計画前期基本計画の計

画期間に合わせ、令和８（2026）年度から令和11（2029）年度までの４年間とします。 

 

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 

        

        

 

 

  

第３次総合計画前期基本計画 第３次総合計画後期基本計画 

第４次行財政改革大綱行動計画 
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３ 取組事項 

  行動計画では、「持続可能で柔軟な行財政運営」に掲げる５つの基本的な方針に基づき、

以下のとおり取り組みます。 

取組事項１ 行政サービスの利便性の向上 

取組内容 

 対面を中心とした従来型の行政手続や市民サービスを見直し、デジタル化を進めること

で利便性の向上を図り、行政サービスを効果的に提供できるような環境を整備します。 

 

具体的取組（例） 

【DX】フロントヤード改革、【DX】オンライン公共施設予約システムの導入、アナログ規

制の点検・見直し ほか 

※【DX】は伊豆の国市DX推進計画における取組 

 

総括部署 

情報政策課、市民課、生涯学習課、行政経営課 ほか 

 

該当する主な基本的な方針 

効率的な事務・効果的な事業の実施 

 

取組事項２ 行政機能の効率化 

取組内容 

 業務内容や目的に応じて、適切なデジタル技術を選定し活用したり、業務手順を見直す

などして、市民や企業、職員等の負担を軽減するための行政事務の効率化を図ります。 

 

具体的取組（例） 

【DX】電子決裁の導入、窓口受付時間の検討、【DX】AI-OCRやRPAの導入 ほか 

※【DX】は伊豆の国市DX推進計画における取組 

 

総括部署 

情報政策課、行政経営課、総務課 ほか 

 

該当する主な基本的な方針 

効率的な事務・効果的な事業の実施 
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取組事項３ コストの縮減と受益者負担の適正化 

取組内容 

将来にわたって財政の健全性を維持するため、事務・事業の実施にかかるコストの縮減

や受益者負担の原則に基づき行政サービスの使用料や手数料等の適正化を図ります。 

 

具体的取組（例） 

公金収納手数料の負担抑制、クラウドファンディングの活用、ごみ処理手数料の見直し、

使用料の見直し ほか 

 

総括部署 

会計課、商工課、廃棄物対策課、行政経営課 ほか 

 

該当する主な基本的な方針 

健全な財政基盤の形成 

 

取組事項４ 公有財産の有効活用 

取組内容 

 未利用、遊休の公有財産の売却処分や貸付等に取り組むほか、利用中の公有財産につい

ても余裕部分の一部貸付などの利活用を検討します。また、管理運営にあたっては指定管

理者制度など効率的な運営方法を検討します。 

 

具体的取組（例） 

低未利用財産の売却処分・貸付、指定管理者制度の活用、部分貸付の検討 ほか 

 

総括部署 

管財営繕課、都市計画課 ほか 

 

該当する主な基本的な方針 

健全な財政基盤の形成 

公有財産の保有量の適切な管理 
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取組事項５ 公共施設等の適切な更新・維持・管理 

取組内容 

 地域ニーズに対応しつつ、将来負担を可能な限り軽減するため、統合、多機能化、廃止

などによる公共施設の保有量の適正化を進めます。また、インフラ資産は予防保全型の維

持管理や長寿命化を計画的に進めます。 

 

具体的取組（例） 

【再配置】閉園施設を活用した子育て支援・交流施設の整備、【公営】天野団地等５団地

の長寿命化（揚水ポンプ更新等） ほか 

※【再配置】は伊豆の国市公共施設再配置実施計画（中期）、【公営】は伊豆の国市公営

住宅等長寿命化計画における取組 

 

総括部署 

企画課、管財営繕課、教育施設整備課、建設課 ほか 

 

該当する主な基本的な方針 

公有財産の保有量の適切な管理 

 

取組事項６ 選ばれる職場環境の醸成 

取組内容 

 柔軟な働き方の推進やハラスメント・メンタルヘルス対策等による就業環境の改善によ

り、職員が働きやすい職場環境を整備します。また、能力開発・キャリア形成支援や組織

の活性化に向けた取組などを通じて職員の働きがいの向上に努めます。 

 

具体的取組（例） 

カスタマーハラスメント対策研修の実施、産業医の活用、パワーアップラボの実施、職

の公募制度の活用、職場環境に関する職員アンケートの実施、業務改善報告制度の実施 

ほか 

 

総括部署 

総務課、行政経営課 ほか 

 

該当する主な基本的な方針 

組織・人材のマネジメント 
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取組事項７ 地域ニーズ等の把握と施策への反映 

取組内容 

 様々な手法を通じて広く市民の意見を聴き、市内外の多様な主体との対話を通じて、地

域の課題やニーズ等を把握し、施策に反映します。また、市の考えや行政情報を積極的に

公開し、共有します。 

 

具体的取組（例） 

まちづくり市民アンケートの実施、補助金の可視化 ほか 

 

総括部署 

企画課、行政経営課 ほか 

 

該当する主な基本的な方針 

市民や関係団体等との連携・協働 

  



6 

４ 取組事項一覧 

基本的な方針 

効率的な事務・効果的な事業の実施  健全な財政基盤の形成  公有財産の保有量の適切な管理 

組織・人材のマネジメント  市民や関係団体等との連携・協働 

取組事項 主な具体的取組 （R8年度 R9年度 R10年度 R11年度） 

行政サービスの利

便性の向上 

 

 

行政機能の効率化 

 

 

 

コストの縮減と受

益者負担の適正化 

 

 

公有財産の有効活

用 

 

公共施設等の適切

な更新・維持・管

理 

 

 

 

 

選ばれる職場環境

の醸成 

 

 

 

 

地域ニーズ等の把

握と施策への反映 

●伊豆の国市DX推進計画（重点事項１）

による取組 

○アナログ規制の点検・見直し 

 

●伊豆の国市DX推進計画（重点事項２）

による取組 

○窓口受付時間の検討 

 

○公金収納手数料の負担抑制 

○ごみ処理手数料の見直し 

○使用料の見直し 

 

○低未利用財産の売却処分・貸付 

○指定管理者制度の活用 

 

●伊豆の国市公共施設再配置実施計画

（中期）による取組 

●伊豆の国市公営住宅等長寿命化計画 

●伊豆の国市学校施設長寿命化計画 

●伊豆の国市橋梁長寿命化修繕計画 

●伊豆の国市橋梁耐震化計画 

 

●伊豆の国市次世代育成支援対策推進・

女性職員の活躍の推進に関する特定事

業主行動計画 

○カスタマーハラスメント対策研修の実施 

○業務改善報告制度 

 

○まちづくり市民アンケートの実施 

○補助金の可視化 

DX推進計画による進行管理 

 

 

 

DX推進計画による進行管理 

 

             

 

 

      

 

 

 

 

 

公共施設再配置実施計画による進行管理  

 

公営住宅等長寿命化計画による進行管理 

学校施設長寿命化計画による進行管理 

橋梁長寿命化修繕計画による進行管理 

橋梁耐震化計画による進行管理 

 

特定事業主行動計画による進行管理 

 

 

 

 

 

       

       

※伊豆の国市 DX推進計画の計画期間は令和５年度から令和８年度まで 

※伊豆の国市公共施設再配置実施計画（中期）の計画期間は令和８年度から令和 17 年度まで 

※伊豆の国市公営住宅等長寿命化計画の計画期間は令和７年度から令和 16年度まで 

※伊豆の国市学校施設長寿命化計画の計画期間は令和２年度から令和 11年度まで 

※伊豆の国市橋梁長寿命化修繕計画の計画期間は令和５年度から令和 14年度まで 

※伊豆の国市橋梁耐震化計画の計画期間は令和７年度から令和 21年度まで 

※伊豆の国市次世代育成支援対策推進・女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画の計画期間は

令和８年度から令和 12年度まで 
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【参考】第３次伊豆の国市総合計画前期基本計画 

第４章 総合計画の推進に当たって 

１ 持続可能で柔軟な行財政運営 

⑴ 目指す姿 

行財政改革では、効率的な事務・効果的な事業の実施に向けた取組や将来にわ

たって財政の健全性を維持するための取組を推進することで、限られた経営資源を

有効活用し、柔軟な行政経営及び持続可能な財政運営を目指します。 

⑵ 基本的な方針 

現場主導の行政DXや業務の標準化等を通じて、市民・職員の負担軽減や事務作業

の効率化を図ります。合理的な根拠に基づく政策形成や、データを活用した効果検

証を行い、市民ニーズや資源の状況に応じて事業を見直し、効果的な事業の実施に

つなげます。 

また、公有財産を中長期的な視点に立って更新・維持・管理し、施設の統廃合・

複合化による多機能化や転用による有効活用、指定管理等の制度の活用、貸付や売

却等の効率的な運用に努め、保有量を適切に管理していきます。 

さらに、最少の経費で最大の効果を挙げられるよう効果的な予算の編成に努めた

上で、起債や国・県からの補助金等を活用した事業展開を行うことにより一般財源

支出の抑制に努めます。市税等の収納率の向上や手数料等の適正化により歳入の安

定性を確保し、健全な財政基盤の形成を図ります。 

加えて、改革を実現するためには、業務効率性や生産性を高めるための組織・人

材のマネジメントが重要です。人材を適切に育成し、職員の仕事に対する誇りや意

欲の向上を図ることで、職員が自治体の担い手として実力を発揮できる環境を整備

し、組織としての魅力を高めるとともに、優れた人材を確保するための「選ばれる

職場」を目指します。組織構造や人材配置の最適化を通じて、職員ひとり一人の能

力を活かしつつ、組織として最大のパフォーマンスを実現できるような体制を構築

します。 

また、市民の理解と協力を得るためには、地域のニーズを的確に把握し、公正で

透明性の高い行政運営を推進し、信頼関係を築くことも重要です。行政情報の公開

や積極的な情報発信を進め、市民が行政運営に参加できる環境を整備するとともに、

情報を適切に管理、分析し、政策に反映します。経営資源が限られる中、他の行政

機関や関係団体との連携・協力を強化することで、ヒト・モノ・情報・ノウハウ等

を共有したり、行政だけでは対応困難なニーズに応えられるようなサービスの提供

を実現します。 
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図１ 持続可能で柔軟な行財政運営のイメージ 


